
島根県健康福祉部健康推進課 

がん対策推進室 
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  １ 調査の対象 

   ① がん患者（罹患時に60歳未満で、就労していた方） 

   ② 事業所 

  ２ 調査の内容 

  
患者向け 

 ・ がん罹患後の就労への影響 
 ・ 就労に関する悩みの相談先 
 ・ 今後の就労の希望       ･･･など２１項目 

事業所向け 
 ・ 私傷病に関する休暇休職制度の実態 
 ・ 仕事と治療の両立に向けた課題 
 ・ 今後知りたい内容                      ･･･など１４項目 



 ３ 調査の期間 

    平成26年８月12日～11月30日 

 ４ 調査の方法及び回収結果 

区 分 調査方法 配布数 回答数 回収率 

患者向け 
  病院やサロン等 
を通じて手渡し   1,360 160 11.8% 

事業所向け 
事業所へ 
直接送付 3,547 1,330 37.5% 

合 計   6,267 1,630 26.0% 
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 Ｑ．あなたは今後、仕事を続けたい（したい）と思いますか？ 

仕事を続けたい 

（したい） 
116 

72% 

仕事を辞めたい 

（したくない） 
17 

11% 

分からない 
12 
8% 

無回答 
15 
9% 

Ｎ＝１６０ 
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がん患者さんの７割以上が「働きたい」と思っています 

働きたい理由（複数選択） 
 
〔多い順〕 
 1. 生計維持のため 
 2. 働くことが生きがい 
 3. 治療代を賄うため 
 4. 職場から求められている 
    ため 
  5. 家族が望んでいるため 



約７割が、「がんになったこと
に伴い働き方に変化があった」 
と回答しています 

  Ｑ．がんになったことに伴い、働き方に変化がありましたか？ 
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変化があった 
107 

67% 

変化がなかった 
34 

21% 

どちらとも言えない 
12 
8% 

無回答 
7 

4% 

N=160 

  変化の内容 （複数選択） 
 
〔多い順〕 
 1.  検査や治療のため休職した 
 2.  検査や治療のため休暇をとった 
 3.  退職した 
 4.  勤務時間を短縮、又はずらした 
 5.  部署を異動した 
 



Ｑ．治療と仕事を両立する上で困難・心配 
   だったことは何ですか？（多い順） 

1. 収入の減少 

2. 休暇、休職の取りづらさ 

3. 体調や治療の状況に応じた柔軟な勤務 

4. 職場で病気や治療のことを話しづらい 

5. 職場内に相談できる場所がない 
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 Ｑ．就労の悩みについて相談したいと思った人が、実際に相談したかどうか？ 

相談した 
50 

69% 

相談しなかっ

た 
22 

30% 

無回答 
1 

1% 

 N=73 

相談したいと思ったことがある人のうち、３割は相談していない 
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相談先（複数回答） 
単位：人 

 
 相談しなかった理由 

（複数選択） 
 
〔多い順〕 
1. どこに相談したらいいか 
       分からなかった 
 
2. 相手の助言に期待でき 
       なかった 
 
3. がんであることを知られ 
      たくなかった 
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回答事業所の従業員規模（パート・アルバイト等を含む） 

10人未満  
773 

58% 

10～49人 
383 

29% 

50～99人 
72 
5% 

100人以上 
80 
6% 

無回答 
22 
2% 

Ｎ＝1,330 

約６割は１０人未満 
約９割は５０人未満 

10 

従業員規模別の構成割合は 
県内の実態に近いものにな 
っています。 



過去５年間にがんに罹患した従業員の就労状況 

退職せずに 

就労を継続 

している 

192 

75% 

退職した 

57 

22% 

把握していない 
2 

1% 

無回答 
5 

2% 

Ｎ＝２５６ 
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４人に３人は就労を継続しています 



過去５年間にがんに罹患した従業員の就労状況〔従業員規模別〕 

従業員規模が小さいほど就労継続率は低い傾向 

86% 

70% 

11% 

27% 

3% 

3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上 

（N=74) 

５０人未満 

（N=182) 

退職せずに就労を継続している 退職した 無回答 
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私傷病休暇・休職制度の有無 

制度がある 
416 

31% 

制度がない 
755 

57% 

分からない 
110 

8% 

無回答 
49 
4% 

Ｎ＝１,３３０ 
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※ 「私傷病」とは、仕事以外の 
   理由で生じた病気やケガ 

私傷病休暇・休職制度 
がある事業所は約３割 



私傷病休暇・休職制度の有無 〔従業員規模別〕 

68% 

43% 

18% 

28% 

49% 

67% 

1% 

5% 

11% 

3% 

3% 

3% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上 

（N=152) 

１０～５０人未満 

（N=383) 

１０人未満 

（N=773) 

制度がある 制度がない 分からない 無回答 
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従業員規模が小さいほど、取得可能な休暇・休職の期間は短い傾向 

私傷病休暇・休職の期間 〔従業員規模別〕 

17% 

28% 

13% 13% 

18% 

10% 
5% 

13% 

19% 

14% 

39% 

10% 

2% 

9% 8% 

22% 

41% 

18% 
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（N=109) 

１０～５０人未満 

（N=142) 

５０人以上 

（N=92) 
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41% 

45% 

23% 

46% 

42% 

54% 

11% 

8% 

11% 

2% 

5% 

12% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５０人以上 

（N=152) 

１０～５０人未満 

（N=383) 

１０人未満 

（N=773) 
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54% 

50% 

32% 

30% 

32% 

42% 

11% 

11% 

11% 

5% 

6% 

15% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５０人以上 

（N=152) 

１０～５０人未満 

（N=383) 

１０人未満 

（N=773) 

45% 

32% 

14% 

37% 

45% 

56% 

13% 

14% 

12% 

5% 

9% 

17% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

５０人以上 

（N=152) 

１０～５０人未満 

（N=383) 

１０人未満 

（N=773) 

ある ない 把握していない 無回答 

就労上の配慮や支援の制度化又は実績  〔従業員規模別〕 

①希望部署 
  への異動 

②時間単位の年次有給休暇 ③勤務形態の変更 



Ｑ．仕事と治療が両立できる職場づくりの必要性を感じますか？ 
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８割以上の事業所が、仕事と治療が両立できる
職場づくりの必要性を感じています 

365 

27% 

739 

56% 

145 

11% 

24 
2% 

57 
4% 

必要性を強く感じている 

どちらかというと必要性を感じている 

あまり必要性を感じていない 

必要性は全く感じていない 

無回答 

Ｎ=１,３３０ 
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754 

698 

541 

283 

234 

160 

122 

34 

0 200 400 600 800

代替要員の確保 

休業中の賃金保証 

社会保険料の事業主負担 

柔軟な勤務制度の整備 

病気に対する知識不足 

支援方法が分からない 

治療の見通し等情報不足 

管理職や従業員の理解 

（件数） 

Ｑ．仕事と治療が両立できる職場づくりを進める上での課題（複数回答） 
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Ｑ.仕事と治療の両立を進める上で知りたい内容（複数回答） 

613 

464 

379 

299 

298 

237 

215 

85 

54 

0 100 200 300 400 500 600 700

がん患者への就業上の配慮 

他社での取組事例 

企業が相談できる相談窓口 

労働者が相談できる相談窓口 

がんそのものの基本的な情報 

受診医療機関との連携方法 

国や県における施策動向 

産業医等との連携方法 

社内での普及啓発資材 

（件数） 
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551 

392 

352 

348 

11 

0 100 200 300 400 500 600

リーフレット等の提供 

ホームページでの情報提供 

セミナー・講演会 

無回答 

その他 

Ｑ.希望する普及啓発・情報提供の方法は？（複数回答） 



患者のニーズ・課題 まとめ 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

● がんになっても多くの患者は働きたい 
   と思っている 

● 治療や体調の状況に応じて休みが必要 

● もっと柔軟な勤務がしたいと思っている 

● 収入が減少するのは心配 

● 相談先が分からない 
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事業所のニーズ・課題 まとめ 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

● 就労支援の必要性は感じているけど・・・ 

       限られた人員、資金の中で十分対応が出来ない 

 （例）代替職員の確保、休業中の賃金保証、社会保険料の事業主負担・・など 

● 従業員から相談を受けるけど・・・ 

    ・どんなことに配慮すればいいのか分からない 
   ・どこに相談すればいいのか分からない 
   ・他社ではどのように対応しているか分からない 

     ⇨就労支援に関する情報が欲しい 
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島根県で就労支援を進めるために・・・ 

 患者及び事業所の意識は、既に実施されている
他県などの調査結果の傾向と比較して、あまり
変わらない   

   
    〔調査の先例〕厚生労働省研究班、東京都、愛知県など 

 都会に比べると、島根県は従業員規模が小さい
事業所が多い 

  ・休暇制度の整備が進みにくい 
  ・産業医等がいる事業所が少ない 
                 －などは考慮すべき 

23 



24 

アンケート結果の詳細は、島根県ホームページ 
「 しまねのがん対策 」 に掲載しています 

ご静聴ありがとうございました 


